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横浜医学，₆₉，₆₇⊖₇₃（₂₀₁₈）

Ⅰ　目的

　日本全体として，少子高齢化にともない総人口として
は減少傾向となっているが，₆₅歳以上の人口数は，₂₀₁₅
年の₃，₃₈₇万人から₂₀₄₂年の₃，₉₃₅万人でピークを迎え
る₁）．特に，神奈川県では₆₅歳以上の人口が，₂₀₁₅年₂₂₀
万人から₂₀₄₀年₂₉₂万人と₁．₃倍に増加する₂）．
　医療需要は，人口動態・疾病構造・医療水準・提供場
所等によって左右される．この医療需要を決定する要因
の第一は人口動態である．
　神奈川県では各地域で高齢者人口の増加に伴い入院患
者数が増加する₃）．そこで医療需要の増大及び変化に対
応するために，現状の医療需要の分析が必要不可欠であ
る．それを踏まえて，これからの医療提供体制を考えて，
住民を含めた関係者間で情報共有を構築して，将来に
渡って住民に医療・介護の提供を保証しなければならな
い₄）．しかし，残念ながら現状は病床数推計値の意味に

ついてきちんと考えることの必要性に多くの関係者は気
づいていない．
　そこで，本稿では今後の高齢者の増加に適切に対応す
る施策のあり方を考える基礎資料を作成する目的で，平
成₂₇年と平成₂₈年の神奈川県の病床機能報告の公開デー
タを用いて療養病床の現状と地域差について分析を行っ
た結果をもとに論考する．

Ⅱ　データ収集

₁ 　病床機能報告
　神奈川県の病床機能報告制度₅）の公開資料を用いて療
養病床の病院分の分析を行った．病床機能報告の報告率
は，一般病床と療養病床を含めて平成₂₇年度は₂₉₂病院
（₁₀₀%）・平成₂₈年度₂₉₅病院（₁₀₀%）であった．
₂　神奈川県内の₁₁医療圏名の表示は，横浜北部医療圏
を「横浜北部」と表示して，他の医療圏もこれに準じて
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資　　料

要　旨：今後の高齢者の増加に適切に対応する施策のあり方を考える基礎資料を作成する目的で，平
成₂₇年と平成₂₈年の神奈川県の病床機能報告の公開データを用いて療養病床の現状と地域差について
分析を行った．その結果，①神奈川県全体では，高齢者人口の増加により入院患者数は増加したが，
療養病床の入院患者数は減少していること，②各医療圏でみると，療養病床入院患者数が増加した医
療圏と減少した医療圏があること，③各医療圏の平均在院日数・病床利用率・稼働病床数の変化を説
明する一定の規則性がないことが明らかとなった．こうした現象の原因については，診療報酬上の規
定に対応するための個々の医療機関の診療行動の変化に加えて，医療圏をまたいだ患者移動の多さと
いう神奈川県特有の事情があると考えられた．各構想区域における病床数の推計に際しては，こうし
た点に配慮する必要がある．

Key words: 地域医療構想（Regional medical vision），平均在院日数（Average length of stay），
 病床利用率（Hospital bed utilization rate），療養病床（Chronic care ward），
 病床機能報告（Report on hospital bed function）

病床機能報告を用いた神奈川県における慢性期の 
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記載した．

Ⅲ　分析方法

1　病床機能報告データを用いた分析
　療養病床の年度内入院患者数・平均在院日数・病床利
用率・稼働病床数について検討した．病床数の算定は，
全て稼働病床数を用いた．同一病棟に医療療養病床と介
護療養病床が混在している場合は，データに含めなかっ
た．
　増減を示す%記載は，小数点 ₁位を四捨五入した．
　平均在院日数・病床利用率・ ₁日平均在院患者数の算
定式は病院報告の算定式₆）に準じて以下の通りとした．
①病床利用率（%）＝
　（在棟患者延べ数 /稼働病床数＊₃₆₅）×₁₀₀
 （注：平成₂₈年は₃₆₆）
②平均在院日数＝
　 在棟患者延べ数 /（ ₁ / ₂  × （ 新規入棟患者数 + 退棟患
者数 ））
　注）療養病床・介護療養病床の平均在院日数算定式
　　 平均在院日数の療養病床・介護療養病床の分母のそ

れぞれの「同一医療機関内の他の病床（介護療養病
床以外の病床）から移された患者数および，他の病
床（介護療養病床以外の病床）へ移された患者数」
は，病床機能報告のデータからは算定できないので，
一般病床の算定式に準じた．

③年間入院患者数
　＝（在棟患者延べ数 /₃₆₅）×（₃₆₅/平均在院日数）
　＝在棟患者延べ数 /平均在院日数
 （注：平成₂₈年は₃₆₆）

　上記の計算式で算出した各指標について，平成₂₈年
データと平成₂₇年データを比較した．そして平成₂₈年デー
タ /平成₂₇年データの比を求めて，以下の ₅区分に分類し
て以下のように表示した．
　₁．₁以上は「⇧」・₁．₁未満かつ ₁より大きい場合は「 」
　₀．₉以下は「⇩」・₀．₉未満かつ ₁より小さい場合は「 」
　同じ値の時は「⇨」

Ⅳ　結果

1　�病床機能報告から算出した平成27年と平成28年の療
養病床入院患者数の比較

（ ₁） 一般病床・療養病床の入院患者数（神奈川県全体）
　表 ₁は，神奈川県の一般病床と療養病床の入院患者数
を示している．
　高齢化による高齢者人口増加の為に，一般病床の入院
患者数は平成₂₇年の₁，₀₄₁，₃₄₇人から平成₂₈年の

₁，₀₉₅，₆₀₇人に ₅%増加していたが，療養病床の入院患者
数は平成₂₇年の₂₃，₀₅₅人から平成₂₈年の₂₂，₄₄₁人に ₃ %
減少していた．
　神奈川県の₆₅歳以上の人口は，平成₂₇年₂，₁₁₇，₈₄₂人か
ら平成₂₈年₂，₁₇₁，₈₁₈人と ₃ %増加していた₇）．療養病床
の入院患者の大多数は₆₅歳以上であるため₈），高齢者人
口₁₀万人当たりの療養病床入院患者数は，₁，₀₈₉人から
₁，₀₃₃人に減少したと推測できる．
（ ₂）　療養病床の入院患者数（神奈川県全体）
　表 ₂は，神奈川県全体の療養病床入院患者数と医療療
養病床・介護療養病床の入院患者数及び療養病棟入院基
本料・回復期リハビリテーション病棟入院料・地域包括
ケア病棟入院料算定病床の入院患者数を示している．　
　療養病床の入院患者数は，平成₂₇年の₂₃，₀₅₅人から平
成₂₈年の₂₂，₄₄₁人となり ₃%減少していた．医療療養病
床・介護療養病床及び療養病棟入院基本料の病棟の入院
患者数も減少していた．他方，回復期リハビリテーショ
ン病棟入院料算定の入院患者数のみ ₄ %増加していた．
（ ₃）医療圏別の療養病床の入院患者数
　表 ₃は，各医療圏の療養病床入院患者数と医療療養病
床・介護療養病床の入院患者数及び療養病棟入院基本
料・回復期リハビリテーション病棟入院料・地域包括ケ
ア病棟入院料算定病床の入院患者数を示している．
　医療圏別では，「川崎北部」「川崎南部」「横須賀三浦」
「湘南西部」「県西」では，高齢人口の増加に伴い療養病
床の入院患者数の増加がみられた．「川崎南部」以外では
₇ %以上の入院患者数の増加がみられたが，各医療圏の

₁₄神奈川県
平成₂₇年 平成₂₈年 年間入院者数

一般病床 ₁₀₄₁₃₄₇ ₁₀₉₅₆₀₇
療養病床 ₂₃₀₅₅ ₂₂₄₄₁
合計 ₁₀₆₄₄₀₂ ₁₁₁₈₀₄₈

表 ₁ 　病床機能報告から算出した平成₂₇年・平成₂₈年
　　　一般病床と療養病床入院患者数 (神奈川県全体）

平成₂₇年 平成₂₈年 年間入院者数
療養病床 ₂₃₀₅₅ ₂₂₄₄₁
医療療養病床 ₂₁₉₆₄ ₂₁₃₈₂
介護療養病床 ₁₀₉₂ ₁₀₅₉
療養病棟入院基本料 ₁₄₉₃₇ ₁₃₄₀₁ ⇩
回復期リハビリ
テーション病棟入院料 ₇₀₂₇ ₇₂₉₈

地域包括ケア病棟入院料 ₀ ₆₈₃

表 ₂ 　 病床機能報告から算出した平成₂₇年・平成₂₈年
　　　療養病床入院患者数（神奈川県全体）
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平成₂₇年から平成₂₈年の₆₅歳以上の高齢者人口増加率
は， ₄ %以下の為に他医療圏からの流入増加を示してい
る₇）．
　特に，「川崎北部（介護療養を除く）」「横須賀三浦」
「湘南西部」「県西」は，入院基本料・特定入院料の各区
分で入院患者数の増加がみられた．
　一方，「横浜北部」「横浜西部」「横浜南部」「湘南東部」
「県央」「相模原」では，高齢者人口数の増加にも関わら
ず入院患者数の減少がみられた．これは，他の医療圏へ
の流出または，療養病床入院以外の他の医療提供を受療
しているためである．
　療養病棟入院基本料算定の入院患者数は，療養病床に
占める割合が多い面があるが，療養病床入院患者数の増
減と療養病棟入院基本料算定の入院患者数の増減は，各
医療圏で一致していた．一方，回復期リハビリテーショ

ン病棟入院料算定の入院患者数は，「横浜南部」「川崎南
部」「湘南東部」「相模原」では増減が逆であった．
2 　�神奈川県全体でみた平成27年と平成28年の稼働病床
数の比較

　表 ₄は，神奈川県全体の療養病床の稼働病床数と医療
療養病床・介護療養病床の稼働病床数及び療養病棟入院
基本料・回復期リハビリテーション病棟入院料・地域包
括ケア病棟入院料算定の稼働病床数を示している．
　療養病床の稼働数は，平成₂₇年の₁₃，₂₄₂床から平成₂₈
年の₁₂，₉₅₉床に ₂ %減少し，医療療養病床・介護療養病
床及び療養病棟入院基本料の病棟の稼働病床数も減少し
ていた．しかし，回復期リハビリテーション病棟入院料
算定の稼働病床数は ₁ %増加していた．

₁₄₀₁横浜北部 ₁₄₀₂横浜西部 ₁₄₀₃横浜南部
平成₂₇年 平成₂₈年 平成₂₇年 平成₂₈年 平成₂₇年 平成₂₈年
年間入院者数 年間入院者数 年間入院者数

療養病床 ₃₈₆₉ ₃₆₉₇ ₃₃₆₈ ₃₂₁₆ ₂₁₂₀ ₁₇₈₄ ⇩
医療療養病床 ₃₆₉₃ ₃₅₀₄ ₃₂₀₀ ₃₀₆₇ ₂₁₂₀ ₁₇₈₄ ⇩
介護療養病床 ₁₇₆ ₁₉₃ ₁₆₉ ₁₄₉ ⇩ ₀ ₀
療養病棟入院基本料 ₁₉₀₇ ₁₄₂₆ ⇩ ₂₀₃₆ ₁₉₆₅ ₁₅₇₅ ₈₆₈ ⇩
回復期リハビリテーション
病棟入院料 ₁₇₈₇ ₁₆₅₃ ₁₁₆₄ ₁₁₀₂ ₅₄₅ ₉₁₆ ⇧

地域包括ケア病棟入院料 ₀ ₄₂₆ ₀ ₀ ₀ ₀

₁₄₀₄川崎北部 ₁₄₀₅川崎南部 ₁₄₀₆横須賀三浦 ₁₄₀₇湘南東部
平成₂₇年 平成₂₈年 平成₂₇年 平成₂₈年 平成₂₇年 平成₂₈年 平成₂₇年 平成₂₈年
年間入院者数 年間入院者数 年間入院者数 年間入院者数

療養病床 ₁₀₃₇ ₁₁₄₆ ⇧ ₉₂₉ ₉₄₀ ₁₉₉₆ ₂₂₀₃ ⇧ ₁₅₈₄ ₁₅₁₄ 
医療療養病床 ₉₇₉ ₁₀₉₁ ⇧ ₈₉₃ ₈₈₆ ₁₉₉₆ ₂₂₀₃ ⇧ ₁₄₉₆ ₁₄₁₈ 
介護療養病床 ₅₈ ₅₅ ₃₇ ₅₄ ⇧ ₀ ₀ ₈₈ ₉₆ 
療養病棟入院基本料 ₅₆₂ ₆₆₅ ⇧ ₅₃₇ ₆₀₆ ⇧ ₁₃₅₃ ₁₄₉₂ ⇧ ₁₃₄₇ ₁₁₇₈ ⇩
回復期リハビリテーション
病棟入院料 ₄₁₇ ₄₂₆ ₃₅₆ ₂₈₀ ⇩ ₆₄₄ ₇₁₁ ⇧ ₁₅₀ ₂₄₀ ⇧

地域包括ケア病棟入院料 ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ 

₁₄₀₈湘南西部 ₁₄₀₉県央 ₁₄₁₀相模原 ₁₄₁₁県西
平成₂₇年 平成₂₈年 平成₂₇年 平成₂₈年 平成₂₇年 平成₂₈年 平成₂₇年 平成₂₈年
年間入院者数 年間入院者数 年間入院者数 年間入院者数

療養病床 ₁₅₆₄ ₁₆₇₈ ₂₂₉₈ ₁₉₈₈ ⇩ ₃₁₄₅ ₃₀₁₄ ₁₁₄₈ ₁₂₆₅ ⇧
医療療養病床 ₁₅₀₄ ₁₆₁₀ ₂₂₆₁ ₁₉₅₁ ⇩ ₂₇₄₂ ₂₆₇₇ ₁₀₈₂ ₁₁₉₂ ⇧
介護療養病床 ₆₀ ₆₈ ⇧ ₃₇ ₃₇ ⇨ ₄₀₃ ₃₃₇ ⇩ ₆₆ ₇₃ ⇧
療養病棟入院基本料 ₈₅₁ ₉₂₀ ₁₅₃₂ ₁₀₅₂ ⇩ ₂₁₅₉ ₂₀₃₉ ₁₀₈₂ ₁₁₉₂ ⇧
回復期リハビリテーション
病棟入院料 ₆₅₄ ₆₉₁ ₇₂₉ ₆₄₂ ⇩ ₅₈₃ ₆₃₉ ₀ ₀ 

地域包括ケア病棟入院料 ₀ ₀ ₀ ₂₅₇ ₀ ₀ ₀ ₀ 

表 ₃　病床機能報告から算出した平成₂₇年・平成₂₈年療養病床入院患者数（医療圏別）
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3 　�平成27年と平成28年の平均在院日数・病床利用率・
稼働病床数の比較

　表 ₅は，各医療圏の療養病床と医療療養病床・介護療
養病床及び療養病棟入院基本料・回復期リハビリテーショ
ン病棟入院料・地域包括ケア病棟入院料算定の平均在院
日数・病床利用率を示している．

（ ₁）療養病床
①「横浜北部」
　入院患者数減少（－ ₄%）と稼働病床の₄₆減床（－
₂ %）であったが，平均在院日数が₁₂日延長したので，
病床利用率は ₄ %増加した． 
②「横浜西部」

療養病床 医療療養病床 介護療養病床 療養病棟入院
基本料

回復期リハビリ
テーション病棟
入院料

地域包括ケア
病棟入院料

神奈川県 平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

₁₃₂₄₂ ₁₂₉₅₉ ₁₁₄₄₅ ₁₁₂₄₉ ₁₆₅₁ ₁₅₇₉ ₈₄₃₁ ₈₀₁₆ ₁₆₆₄ ₁₆₇₄ ₀ ₉₃

表 ₄ 　稼働病床数比較（神奈川県全体）

平均在院
日数 療養病床 医療療養病床 介護療養病床 療養病棟入院基本料 回復期リハビリテー

ション病棟入院料
地域包括ケア病棟

入院料
平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平均在院
日数 稼働病床数 平均在院

日数 稼働病床数 平均在院
日数 稼働病床数 平均在院

日数 稼働病床数 平均在院
日数 稼働病床数 平均在院

日数 稼働病床数

横浜北部 ₁₆₀.₇ ₁₇₂.₅ ₁₉₂₀ ₁₈₇₄ ₁₄₀.₀ ₁₅₅.₂ ⇧ ₁₆₁₈ ₁₆₁₂ ₅₉₅.₇ ₄₈₇.₀ ⇩ ₃₀₂ ₂₆₂ ⇩ ₂₀₈.₂ ₂₈₁.₁ ⇧ ₁₁₈₉ ₉₈₉ ⇩ ₆₇.₃ ₇₇.₀ ⇧ ₃₆₅ ₃₆₅ ⇨ － ₃₇.₅ ₀ ₅₀
横浜西部 ₁₃₉.₅ ₁₄₀.₁ ₁₃₇₇ ₁₃₂₆ ₁₂₉.₄ ₁₂₈.₄ ₁₂₁₉ ₁₁₄₄ ₃₃₂.₀ ₃₈₁.₂ ⇧ ₁₅₈ ₁₅₈ ⇨ ₁₅₄.₆ ₁₅₄.₃ ₈₄₀ ₇₇₆ ₈₅.₃ ₈₂.₂ ₂₈₁ ₂₆₅ － － ₀ ₀
横浜南部 ₇₅.₁ ₁₀₆.₅ ⇧ ₅₉₅ ₆₄₉ ₇₅.₁ ₁₀₆.₅ ⇧ ₅₉₅ ₆₄₉ － － ₀ ₀ ₇₉.₂ ₁₆₂.₀ ⇧ ₃₃₂ ₃₃₉ ₆₃.₄ ₅₃.₈ ⇩ ₁₃₂ ₁₇₇ ⇧ － － ₀ ₀
川崎北部 ₂₉₃.₆ ₂₃₆.₇ ⇩ ₈₉₉ ₇₉₅ ⇩ ₂₇₀.₆ ₂₁₂.₃ ⇩ ₇₅₅ ₆₅₁ ⇩ ₆₈₀.₄ ₇₂₅.₇ ₁₁₂ ₁₁₂ ⇨ ₄₂₀.₄ ₃₀₄.₆ ⇩ ₅₈₆ ₄₈₉ ⇩ ₆₈.₉ ₆₈.₁ ₉₀ ₉₀ ⇨ － － ₀ ₀
川崎南部 ₁₈₄.₉ ₁₅₃.₀ ⇩ ₄₉₆ ₄₄₃ ⇩ ₁₇₄.₁ ₁₄₃.₉ ⇩ ₄₀₈ ₃₉₅ ₄₄₉.₂ ₃₀₃.₇ ⇩ ₄₈ ₄₈ ⇨ ₂₃₀.₄ ₁₇₄.₉ ⇩ ₂₁₅ ₂₀₅ ₈₉.₁ ₇₇.₀ ⇩ ₉₄ ₆₀ ⇩ － － ₀ ₀
横須賀三浦 ₁₇₃.₂ ₁₄₄.₅ ⇩ ₁₁₀₅ ₁₀₇₇ ₁₇₃.₂ ₁₄₄.₅ ⇩ ₁₀₄₃ ₁₀₁₄ － － ₀ ₀ ₂₁₆.₇ ₁₇₈.₈ ⇩ ₇₅₂ ₇₄₈ ₈₁.₉ ₇₂.₇ ⇩ ₁₆₇ ₁₅₂ － － ₀ ₀
湘南東部 ₁₉₈.₀ ₁₉₁.₆ ₉₃₁ ₉₂₁ ₁₈₂.₈ ₁₇₇.₉ ₈₁₄ ₈₀₆ ₄₅₈.₁ ₃₉₂.₉ ⇩ ₁₁₇ ₁₁₅ ₁₉₆.₉ ₂₀₁.₈ ₅₄₂ ₆₃₈ ⇧ ₅₅.₇ ₆₀.₇ ₃₃ ₆₁ ⇧ － － ₀ ₀
湘南西部 ₂₇₆.₀ ₂₄₉.₈ ₁₂₂₈ ₁₂₂₈ ⇨ ₂₆₆.₄ ₂₄₁.₃ ₁₁₄₁ ₁₁₄₁ ⇨ ₅₁₈.₅ ₄₅₃.₀ ⇩ ₈₇ ₈₇ ⇨ ₃₉₇.₁ ₃₅₃.₈ ⇩ ₇₆₀ ₇₅₅ ₉₆.₃ ₉₁.₅ ₂₀₆ ₂₀₆ ⇨ － － ₀ ₀
県央 ₁₂₉.₈ ₁₃₅.₇ ₉₃₅ ₉₃₅ ⇨ ₁₂₅.₃ ₁₃₀.₆ ₈₉₁ ₈₉₁ ⇨ ₄₀₃.₁ ₄₀₃.₁ ⇨ ₄₄ ₄₄ ⇨ ₁₄₉.₈ ₁₈₅.₆ ⇧ ₆₁₇ ₆₁₃ ₇₃.₇ ₆₉.₀ ₁₅₅ ₁₅₇ － ₅₉.₁ ₀ ₄₃
相模原 ₃₁₃.₁ ₂₈₆.₅ ₂₆₅₇ ₂₆₁₇ ₂₅₆.₉ ₂₃₇.₇ ₁₉₉₀ ₁₉₄₆ ₆₉₅.₆ ₆₇₅.₂ ₆₆₇ ₆₇₁ ₃₀₅.₄ ₂₈₉.₈ ₁₇₅₁ ₁₆₂₉ ₇₇.₄ ₇₁.₂ ₁₄₁ ₁₄₁ ⇨ － － ₀ ₀
県西 ₃₂₉.₆ ₂₈₂.₀ ⇩ ₁₀₉₉ ₁₀₉₄ ₃₁₂.₁ ₂₇₇.₈ ⇩ ₉₇₁ ₁₀₀₀ ₆₁₇.₇ ₃₅₁.₀ ⇩ ₁₁₆ ₈₂ ⇩ ₃₁₂.₁ ₂₇₇.₈ ⇩ ₈₄₇ ₈₃₅ － － ₀ ₀ － － ₀ ₀

病床利用率 療養病床 医療療養病床 介護療養病床 療養病棟入院基本料 回復期リハビリテー
ション病棟入院料

地域包括ケア病棟
入院料

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

平成
₂₇年

平成
₂₈年

病床利用率 稼働病床数 病床利用率 稼働病床数 病床利用率 稼働病床数 病床利用率 稼働病床数 病床利用率 稼働病床数 病床利用率 稼働病床数

横浜北部 ₈₈.₇% ₉₃.₀% ₁₉₂₀ ₁₈₇₄ ₈₇.₅% ₉₂.₂% ₁₆₁₈ ₁₆₁₂ ₉₅.₁% ₉₇.₈% ₃₀₂ ₂₆₂ ⇩ ₈₆.₈% ₉₁.₅% ₁₁₈₉ ₉₈₉ ⇩ ₉₀.₂% ₉₅.₂% ₃₆₅ ₃₆₅ ⇨ － ₈₇.₃% ₀ ₅₀
横浜西部 ₉₃.₅% ₉₂.₈% ₁₃₇₇ ₁₃₂₆ ₉₃.₁% ₉₄.₀% ₁₂₁₉ ₁₁₄₄ ₉₇.₀% ₉₇.₉% ₁₅₈ ₁₅₈ ⇨ ₉₁.₉% ₉₁.₇% ₈₄₀ ₇₇₆ ₉₆.₈% ₉₃.₄% ₂₈₁ ₂₆₅ － － ₀ ₀
横浜南部 ₇₃.₃% ₈₀.₀% ₅₉₅ ₆₄₉ ₇₃.₃% ₈₀.₀% ₅₉₅ ₆₄₉ － － ₀ ₀ ₇₃.₈% ₈₁.₄% ⇧ ₃₃₂ ₃₃₉ ₇₁.₇% ₇₆.₁% ₁₃₂ ₁₇₇ ⇧ － － ₀ ₀
川崎北部 ₉₂.₇% ₉₃.₂% ₈₉₉ ₇₉₅ ⇩ ₉₆.₁% ₉₇.₂% ₇₅₅ ₆₅₁ ⇩ ₉₆.₅% ₉₆.₅% ₁₁₂ ₁₁₂ ⇨ ₉₂.₈% ₉₃.₃% ₅₈₆ ₄₈₉ ⇩ ₈₇.₅% ₈₈.₁% ₉₀ ₉₀ ⇨ － － ₀ ₀
川崎南部 ₉₄.₉% ₈₈.₇% ₄₉₆ ₄₄₃ ⇩ ₁₀₄.₃% ₈₈.₂% ⇩ ₄₀₈ ₃₉₅ ₉₃.₆% ₉₂.₅% ₄₈ ₄₈ ⇨ ₉₅.₇% ₈₆.₄% ₂₁₅ ₂₀₅ ₉₂.₃% ₉₈.₁% ₉₄ ₆₀ ⇩ － － ₀ ₀
横須賀三浦 ₈₅.₇% ₈₀.₈% ₁₁₀₅ ₁₀₇₇ ₉₀.₈% ₈₅.₈% ₁₀₄₃ ₁₀₁₄ － － ₀ ₀ ₈₅.₆% ₇₈.₈% ₇₅₂ ₇₄₈ ₈₆.₄% ₉₂.₉% ₁₆₇ ₁₅₂ － － ₀ ₀
湘南東部 ₉₂.₃% ₈₆.₀% ₉₃₁ ₉₂₁ ₉₂.₀% ₈₅.₅% ₈₁₄ ₈₀₆ ₉₃.₉% ₈₉.₆% ₁₁₇ ₁₁₅ ₉₃.₀% ₈₇.₁% ₅₄₂ ₆₃₈ ⇧ ₆₉.₂% ₆₅.₃% ₃₃ ₆₁ ⇧ － － ₀ ₀
湘南西部 ₉₆.₃% ₉₃.₂% ₁₂₂₈ ₁₂₂₈ ⇨ ₉₆.₂% ₉₃.₀% ₁₁₄₁ ₁₁₄₁ ⇨ ₉₇.₁% ₉₆.₀% ₈₇ ₈₇ ⇨ ₉₉.₀% ₉₅.₁% ₇₆₀ ₇₅₅ ₈₃.₇% ₈₃.₈% ₂₀₆ ₂₀₆ ⇨ － － ₀ ₀
県央 ₈₇.₄% ₇₈.₈% ₉₃₅ ₉₃₅ ⇨ ₈₇.₁% ₇₈.₁% ⇩ ₈₉₁ ₈₉₁ ⇨ ₉₂.₉% ₉₂.₆% ₄₄ ₄₄ ⇨ ₈₅.₄% ₇₇.₂% ₆₁₇ ₆₁₃ ₉₅.₀% ₇₇.₀% ⇩ ₁₅₅ ₁₅₇ － ₉₆.₅% ₀ ₄₃
相模原 ₁₀₁.₅% ₉₀.₁% ⇩ ₂₆₅₇ ₂₆₁₇ ₉₇.₀% ₈₉.₃% ₁₉₉₀ ₁₉₄₆ ₁₁₅.₁% ₉₂.₅% ⇩ ₆₆₇ ₆₇₁ ₉₇.₇% ₈₉.₄% ₁₇₅₁ ₁₆₂₉ ₈₇.₇% ₈₈.₁% ₁₄₁ ₁₄₁ ⇨ － － ₀ ₀
県西 ₉₄.₃% ₈₉.₁% ₁₀₉₉ ₁₀₉₄ ₉₅.₃% ₉₀.₅% ₉₇₁ ₁₀₀₀ ₉₅.₆% ₈₅.₄% ⇩ ₁₁₆ ₈₂ ⇩ ₉₄.₁% ₈₉.₄% ₈₄₇ ₈₃₅ － － ₀ ₀ － － ₀ ₀

表 ₅ 　平均在院日数・病床利用率・稼働病床数比較（医療圏別）
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慢性期の医療提供体制の分析

　入院患者数減少（－ ₅%）と稼働病床の₅₁減床（－
₄ %）であったが，平均在院日数が ₁日延長しただけな
ので，病床利用率はほとんど変化（－ ₁%）しなかった．
③「横浜南部」
　入院患者数減少（－₁₆%）と稼働病床の₅₄増床（+ ₉ %）
であったが，平均在院日数が₃₁日延長したため，病床利
用率は ₇ %増加した．
④「川崎北部」
　入院患者数増加（+₁₁%）に対して，稼働病床の₁₀₄減
床（－₁₂%）がみられたが，平均在院日数が₅₇日短縮し
たので，病床利用率に影響しなかった．
⑤「川崎南部」
　入院患者数の若干の増加（+ ₁ %）と稼働病床₅₃減床
（－₁₁%）がみられたが，平均在院日数が₃₂日短縮したの
で，病床利用率は ₆ %減少した．
⑥「横須賀三浦」
　入院患者数増加（+₁₀%）と稼働病床₂₈減床（－ ₃%）
に対して，平均在院日数が₂₉日短縮したので，病床利用
率は ₅ %減少した． 
⑦「湘南東部」
　入院患者数減少（－ ₄%）と稼働病床の₁₀減床（－
₁ %）に対して，平均在院日数が ₆日短縮したので，病
床利用率は ₆ %減少した．
⑧「湘南西部」
　入院患者数増加（+ ₇ %）があったが，平均在院日数が
₂₆日短縮したので，病床利用率は ₃ %減少した．
⑨「県央」
　入院患者数減少（－₁₄%）が生じたため，平均在院日
数の ₆日延長があったが，病床利用率は ₉ %減少した．
⑩「相模原」
　入院患者数減少（－ ₄%）と稼働病床の₄₀減床（－
₂ %）に対して，平均在院日数が₂₇日短縮したので，病
床利用率は₁₁%減少した．
⑪「県西」
　入院患者数増加（+₁₀%）と稼働病床の ₅ 減床に対し
て，平均在院日数が₄₈日短縮したので，病床利用率は ₅ %
減少した．

（ ₂）療養病棟入院基本料
①　横浜市 ₃医療圏
　「横浜北部」は，入院患者数減少（－₂₅%）と稼働病床
の₂₀₀減床（－₁₇%）でしたが，平均在院日数が₇₃日延長
したので，病床利用率は ₅ %増加した．
　「横浜西部」は，入院患者数減少（－ ₃%）と稼働病床
の₆₄減床（－ ₈ %）でしたが，平均在院日数と病床利用
率はほとんど変化しなかった．
　「横浜南部」は，入院患者数減少（－₄₅%）と稼働病床
の ₇増床でしたが，平均在院日数が₈₃日延長したので，

病床利用率は ₈ %増加した．
②　川崎市 ₂医療圏
　「川崎北部」は，入院患者数増加（+₁₈%）に対して，
稼働病床の₉₇床減床（－₁₇%）であったが，平均在院日
数を₁₁₆日短縮しているため，病床利用率は ₁ %の増加に
とどまった．
　「川崎南部」は，入院患者数増加（+₁₃%）と稼働病床
₁₀床減床（－ ₅ %）でしたが，平均在院日数が₅₅日短縮
したため，病床利用率は ₉ %減少した．
③「横須賀三浦」
　入院患者数増加（+₁₀%）と稼働病床 ₄減床（－ ₁%）
であり，平均在院日数も₃₈日短縮したので，病床利用率
は ₇ %減少した．
④「湘南東部」
　入院患者数の減少（－₁₃%）に対して稼働病床の₉₆増
床（+₁₈%）がみられたが，平均在院日数の ₅日延長があ
り，病床利用率は ₆ %減少にとどまった．
⑤「湘南西部」
　入院患者数増加（+ ₈ %）に対して，平均在院日数が₄₃
日短縮したため，病床利用率は ₄ %減少した．
⑥「県央」
　入院患者数減少（－₃₁%）と稼働病床の ₄減床したが，
平均在院日数が₃₆日延長した．
⑦「相模原」
　入院患者数減少（－ ₆ %）と稼働病床の₁₂₂減床（－
₇ %）に加えて，平均在院日数₁₆日短縮があり，病床利
用率が ₈ %減少した．
⑧「県西」
　入院患者数が増加し（+₁₀%），稼働病床が₁₂減床（－
₁ %）しているが，平均在院日数が₃₄日短縮したため，
病床利用率は ₅ %減少した．
（ ₃）回復期リハビリテーション病棟入院料
　稼働病床数が減床していたのは，「横浜西部）」₁₆減床
（－ ₆ %）・「川崎南部」₃₄減床　（－₃₆%）・「横須賀三浦」
₁₅減床（－ ₉ %）の ₃医療圏であった．
　平均在院日数の年度間の差は，₁₀日延長から₁₂日短縮
と，他の区分に比べて少なかった．

Ⅴ　考察

　まず，本研究のデータ上の制約について説明する．本
研究では ₁年分の入退院のデータに基づいて検討を行っ
ているため，月間変動の影響について考える必要がある．
一般病床の場合，病床利用率にかなりの月間変動がある
が，療養病床の月による変動は数パーセントなので，月
間変動は結果には大きな影響はないと考えられる₉）．ま
た，今回の研究では施設単位ではなく，地域全体の値を
分析しているが，変化の要因に関してより厳密な検討を



72

増　沢　成　幸，他

行うのであれば，病院を類型化したうえで，検討を行う
必要がある．この点は今後の課題である．以上のような
制限を踏まえた上で以下の検討を行う．
　今回の分析の結果から以下の ₃ つの課題が明らかと
なった．
　① 神奈川県全体では，高齢者人口の増加により入院患

者数は増加したが，療養病床の入院患者数は減少し
ている．

　② 各医療圏でみると，療養病床入院患者数が増加した
医療圏と減少した医療圏がある．

　③ 各医療圏の平均在院日数・病床利用率・稼働病床数
の変化を説明する一定の規則性がない．

　以下，上記の原因について考察する．
　まず，療養病床の入院患者数の減少については，受け
入れ側の療養病床の医療機関の対応と，入院する患者側
のニーズについて検討しなければならない．高齢化の進
む医療圏では療養病床の入院数が増加するのは当然であ
る．しかし，流入患者が増えている医療圏では，今後も
その需要増に応じられるか検討が必要である．神奈川県
の場合，療養病床においても医療圏をまたいだ入退院が
多く行われている．したがって，急性期・回復期も含め
て，他の医療圏の現状も踏まえて自医療圏の病床の在り
方を考える必要がある．神奈川県の地域医療構想ポータ
ルサイト₁₀）の各地域の地域医療構想調整会議の会議審議
結果をみると，地域医療構想調整会議での議論はこの視
点が欠けているように思われる．この視点の必要性を関
係者が理解することが求められる．また，地域医療構想
の検討結果に実効性を求めるのであれば，入院する病床
の種類に関する住民の希望についても分析を行い，策定
者と住民との間の認識の差を埋めていく作業も必要であ
ろう．
　ところで，今後の神奈川県における療養病床の整備に
ついては，医療職，特に看護職の確保の問題を考える必
要がある．病院報告₁₁）で神奈川県の看護職の平成₂₇年と
平成₂₈年の従事者は，₄₅，₈₁₁人から₄₆，₇₅₇人に増加して
いるが，病床機能報告₅）で見ると療養病床の病棟に従事
している看護職は，平成₂₇年₃，₈₄₇人から平成₂₈年₃，₈₁₈
人に減少している．これは，准看護師が平成₂₇年₁，₂₀₄人
から平成₂₈年₁，₁₄₆人に減少したことに符合する．看護職
の不足が，診療報酬上の施設基準に抵触することになれ
ば，実際のニーズとは別に，その基準を満たす目的で減
床を行うということになる．神奈川県の准看護師養成の
廃止が，今後慢性期，特に療養病床の入院体制の整備に
負の効果をもたらさないように注意していかなければな
らない．住民の療養病床への入院ニーズがあるにもかか
わらず，病院側の体制の問題で受け入れられないという
ような事態が生じないようにするために，関係者は単に
地域医療構想の病床機能別病床数の表面的な議論に終始

するのではなく，その基盤となる医療職の確保について
も現状の把握と課題の検討を行うことが必要である．
　県全体として病床利用率は減少傾向がみられるが，地
域性には十分配慮する必要があることを今回の分析結果
は示唆している．例えば，入院患者数が減少しているに
もかかわらず平均在院日数を延長することで病床利用率
が増加している医療圏では，患者の医療度などを含めて，
その入院の適切性の把握が必要である．平均在院日数は，
各医療圏でかなり違いがある．平成₂₇年では，「相模原」
「県西」では₃₀₀日以上であったが，「横浜南部」は₇₅日で
あった．これは．入院前の住居の場所・退院後の場所に
左右されていると考えられる．「相模原」「県西部」は流
入が多いと推測されるので，これについては更に検討す
る必要がある．
　入院受療率の減少は神奈川県だけでなく全国的にも観
察されている事実であるが，療養病床の場合，医療度の
基準変更の影響が大きいと考えられる．しかし，その基
準に合わなかった高齢患者の退院先の療養生活の質につ
いては不明であり，今後の分析課題である．仮に退院に
より不適切な状況が生じているのであれば，地域包括ケ
アシステムの枠組みの中でその対応が必要であるし，場
合によっては施設基準の見直しが検討されるべきであろ
う．
　入院受療率の減少にもかかわらず，神奈川県の場合は，
絶対数としての高齢者が増加するために，医療需要が今
後も増え，病床不足になると推測されており，それを前
提としてこれまでの検討が進んでいる．しかし，本稿の
療養病床の分析では，入院患者そのものの減少がみられ
た．仮にこれが本当に医療ニーズの低下（例えば，患者
数の減少や介護サービスなどの代替サービスの充実）に
よって生じているのであれば将来の必要病床数が減少す
るという推計は問題がない．他方，ニーズがあるにもか
かわらず病院側の看護師不足や患者の自己負担の問題等
で，こうした入院数の減少が生じているのであれば，そ
れは県民の福利厚生の確保という点において大きな問題
となる．今回の分析ではこうした背景要因にまで言及す
ることができるデータはない．今後，行政と医師会，大
学等が協力してこのような変化の背景要因を詳細に検討
することが求められる．
　以上，病床機能報告の公開データを用いた療養病床の
現状と課題について分析した結果を示した．本研究で用
いた手法で厚生労働省から提供されているデータを解析
することで，より具体的な地域医療構想・医療計画の策
定が可能になると考えられる．
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Abstract

ANALYSIS OF THE ORGANIZATION OF CHRONIC-PHASE MEDICAL TREATMENT  
IN KANAGAWA PREFECTURE USING A REPORT ON HOSPITAL BED FUNCTION:  
TIME SERIES ANALYSIS OF HOSPITAL BED UTILIZATION AND OPERATING BEDS

Shigeyuki Masuzawa, Shinya Matuda

University of Occupational and Environmental Health

　With the aim of preparing a fundamental document on ways to properly address the increase in the aged population 
in the future, we analyzed the current status of chronic care wards and regional differences using data published in 
the ₂₀₁₅ and ₂₀₁₆ report on hospital bed function of Kanagawa Prefecture. The following became evident: (₁) 
though the number of in-patients increased due to the increase in the elderly population in Kanagawa Prefecture 
overall, the number of in-patients using chronic care wards was decreasing; (₂) looking at the various medical 
regions, there are districts where the number of in-patients using chronic care wards increased, and others where the 
number decreased; and (₃) there is no fixed pattern that explains the changes in the average length of stay, hospital 
bed utilization rate, and number of operating beds. With regard to the causes of such variances, we suggest that, in 
addition to the changes in medical treatment procedures, many cross-regional patient transfers are occurring in order 
to support the policies, and this is unique to Kanagawa Prefecture. When estimating the hospital bed capacity in 
various developed regions, such points need to be considered.




